一元的構成説擁護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　BY　K氏
新一元説（合意原因説、コオズ理論）で擁護

（主に契約の分野について。なぜなら判例において、贈与などの無償契約においては動機の錯誤が認められていないらしい。担保契約は無償契約だが例えば消費貸借契約などで考慮される。動機の錯誤は有償契約において認められるようだ）

そもそも日本法の成り立ちは

ローマ法⇒　・ドイツ法　　　⇒日本法

· フランス法　　　　　　　　　　　　　　　このようになっている。

フランス民法典契約総則において、以下に基づく債務は無効であると定められている。

①原因無し…渡すはずの特定物が無くなった。（引渡し債務が無効に）金貸しが手数料と称し利息以外に多額の金銭を取り立てる。

②偽の原因…火事で他人に損害を与え損害賠償をすると約束したが、実際は自分が原因ではなかった。他人の子を自分の子と誤信し贈与。
③不法の原因…人殺しの依頼、脱税目的など。
これらは私的自治の原則を守りつつ、無効なはずの契約を国家権力（裁判所）によって成り立たせない目的である。さらに、法律関係における「道徳性」（＝信義則？）を堅持しようとするものである。
つまり、９５条という法は、９０条（公序良俗）と同じ構造をもつと考えられ、私的自治を限界付ける規定である。当事者の「意思」が問題なのではなく、等価性などの「契約正義」（そこからくる信義則）などが問題となって、無効か否かが決まる。
【９０条（民法第90条 [公序良俗違反〕】

公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的とする法律行為は、無効とする。

）→当事者の意思そのものが問題なのではなく、その内容が国家や社会の秩序からみて、法的効果を認めるか否かという「価値判断」が問題となる。
【私見】

結局はケースをみて判断となる。だから、結局は実際運用するときにどこを基準に判断するかが必要。一元的構成説を調べたが、やはり結局は二元的構成説をつめる必要になった。
